
徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

長崎県

熊本県

大分県

鹿児島県

沖縄県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

岡山県

広島県

山口県

全国ネットワーク一覧
当会は、全国104支部のネットワークで賃貸ライフをバックアップしています。

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

・・・・・・・・・・・・・・・ 北海道支部

札幌中央支部

札幌東支部

札幌南支部

札幌手稲支部

千歳支部

千歳中央支部

函館支部

北見支部

釧路支部

釧路中央支部

旭川支部

旭川東支部

旭川中央支部

帯広支部

江別支部

室蘭支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 青森県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 岩手県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 宮城県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 秋田県支部

秋田中央支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 山形県支部

・・・・・・・・・・・・・・・・福島県支部

いわき支部

・・・・・・・・・・・・ 茨城中央支部

茨城鹿行支部

茨城県南支部 

・・・・・・・・・・・・・・・・栃木県支部

栃木中央支部

栃木県北支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 群馬県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 埼玉県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 千葉県支部

かずさ支部
・・・・・・・・・・・・・・・ 東京新支部

東京支部

首都中央支部

東東京支部

東京成増支部

東京センター支部

・・・・・・・・・ 神奈川湘南支部

神奈川県央支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 新潟県支部

新潟中央支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 富山県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 石川県支部

金沢支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 福井県支部

・・・・・・・・・・・・・・・ 山梨県支部

・・・・・・・・・長野県諏訪支部

長野県長野支部

長野県伊那飯田支部

・・・・・・・・・・・・ 岐阜中央支部

・・・・・・・・・・・・ 静岡東部支部

静岡中部支部

・・・・・・・・・・・・・・・・・ 愛知本部

愛知中央支部

尾張支部

・・・・・・・・・・・・・・ 三重県支部

・・・・・・・・・・・・・・ 滋賀県支部

・・・・・・・・・・・・・・ 京都府支部

・・・・・・・・・・・・・・・・・ 大阪本部

阪神支部

大阪北支部

大阪センター支部

大阪府京阪支部

大阪北摂支部

・・・・・・・・・・・・・・ 兵庫県支部

・・・・・・・・・・・・・・ 奈良県支部

・・・・・・・・・・・ 和歌山県支部

・・・・・・・・・・・ 鳥取東部支部

鳥取西部支部

・・・・・・・・・・・ 岡山中央支部

岡山西支部

・・・・・・・・・・・・・・・・ 広島支部

広島県備後支部

広島中央支部

広島西支部

・・・・・・・・・・・・山口中央支部

・・・・・・・・・・・・・・ 徳島県支部

・・・・・・・・・・・・・・ 香川県支部

香川県高松支部

・・・・・・・・ 愛媛県東予支部

愛媛県支部

愛媛県燧支部

愛媛県中予支部

・・・・・・・・・・・・・ 高知県支部

・・・・・・・・・・・・・ 福岡県支部

北九州支部

粕屋支部

北九州中央支部

福岡中央支部

福岡県筑紫支部

・・・・・・・・・・・・・ 長崎県支部

 長崎中央支部

・・・・・・・・・・・・・ 熊本県支部

・・・・・・・・・・・・・ 大分県支部

大分中央支部

大分新支部

・・・・・・・・・・・ 鹿児島県支部

鹿児島中央支部

・・・・・・・・・・・・・ 沖縄県支部

沖縄中央支部

公益社団法人全国賃貸住宅経営者

協会連合会は、賃貸住宅オーナーによる、

オーナーのための団体です。

　 正会員

本会の目的に賛同して入会した

個人・法人又は団体

　 特別賛助会員・賛助会員

本会の事業を賛助するため入会した

個人・法人又は団体

　 名誉会員

本会に功労のあった者、又は学識経験者

で総会において推薦された者

詳細は本部事務局まで

お問い合わせください。

※支部は、当該支部の担当地域の協力団体と連携して活動を行っております

本部事務局

公益社団法人 

全国賃貸住宅経営者協会連合会

〒100-0005

東京都千代田区丸の内1-8-3

丸の内トラストタワー本館　24F

TEL．03‐6665-7866(代)

FAX．03‐6665-7867

https://www.chintai.or.jp/

会員構成 お問い合わせ先

入会手続

会員特典

賃貸住宅に関する総合情報誌 「ちんたいLife」の提供（年4回発行）など

1

2

3

入会のご案内

　2024年1月18日現在

全国賃貸住宅
経営者協会連合会

全国の賃貸住宅オーナーによる
オーナーのための団体です

公益社団法人

「安心・安全・快適な住環境」を推進



公益社団法人
全国賃貸住宅経営者
協会連合会
代表理事（会長）

宮野 純

当
会
は
、
昭
和
44
年
の
設
立
以
来
、
賃
貸
住
宅
経
営
者
の

公
益
法
人
と
し
て
活
動
し
て
参
り
ま
し
た
。

平
成
24
年
4
月
1
日
に
は

「
公
益
社
団
法
人 

全
国
賃
貸
住
宅
経
営
者
協
会
連
合
会
」

に
移
行
し
、
我
が
国
の
賃
貸
住
宅
が
よ
り
一
層

「
安
心
・
安
全
・
快
適
な
住
環
境
」
と
な
り
得
る
よ
う

取
り
組
ん
で
お
り
ま
す
。

ま
た
、
大
震
災
等
で
被
災
さ
れ
た
方
々
や

高
齢
者
等
の
住
宅
確
保
に
お
困
り
の
方
々
へ
の

「
賃
貸
住
宅
の
空
き
室
情
報
の
提
供
」、

賃
貸
住
宅
に
お
住
ま
い
の
方
や

オ
ー
ナ
ー
の
皆
様
へ
の
「
無
料
相
談
」、

賃
貸
住
宅
に
関
す
る
「
調
査
研
究
」
を

公
益
事
業
の
３
本
柱
と
し
て
掲
げ
て
お
り
ま
す
。

オ
ー
ナ
ー
の
皆
さ
ま
が
個
人
で
は
解
決
し
が
た
い

賃
貸
住
宅
経
営
者
と
し
て
の
悩
み
や

入
居
者
様
に
お
け
る
悩
み
を
解
決
す
る
た
め
に

一
致
団
結
し
て
活
動
す
る
こ
と
で
、

我
が
国
に
お
け
る
賃
貸
住
宅
の
環
境
整
備
に
貢
献
し
ま
す
。

当
会
の
活
動
に
ご
賛
同
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
す
。

家賃への消費税課税復活反対の100万人の
署名を衆・参両院議長に提出、
公益社団法人へ移行、　
公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会へ名称変更

平成28

平成29

「安心・安全・快適」な賃貸住宅は
「健全な」賃貸住宅経営から

当会が賃貸住宅オーナーに選ばれる理由

賃貸生活に役立つ
情報誌を発行

理由

公益社団法人全国賃貸住宅経営者協会連合会は、
賃貸住宅に関する以下の活動を行っています。

賃貸生活に役立つ情報を網羅した機関誌「ちんたい
Life」（年4回発行）を発行しています。賃貸住宅経営から、
入居者のライフスタイル提案まで、賃貸生活の総合情報誌です。

設立50周年

単身高齢者死亡後の残置物の処理等に関する解決策実現
心理的瑕疵の指針の公表実現
賃貸住宅における大規模修繕積立金の経費算入の方策実現

令和元年

令和3年

全国共同住宅経営者組合連合会　第1回総会●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

昭和 41

設立準備総会昭和 42

社団法人設立許可、社団法人全国共同住宅協会へ名称変更昭和 44

特定賃貸住宅建設資金融資あっせん利子補給制度実現　昭和 48

個人不動産貸付業の事業税15戸以上に修正昭和56

小規模宅地等の相続税に特例実現昭和58

地代家賃統制令の撤廃昭和60

借地・借家法の改正、家賃の消費税非課税化実現平成3

社団法人全国賃貸住宅経営協会に名称変更平成7

定期借家権制度の推進　

新たな住宅セーフティネット制度実現　

平成12

賃貸型応急住宅として活用する場合の補修費支援制度実現

賃貸型応急住宅として民間賃貸住宅の借上げ制度の実現平成23

協力団体※でセミナー・
研修会を開催
「空室対策」「相続対策」等、あらゆる経営課題に
ついての研修会を開催しています。成功事例などを
まじえた実践的な内容で賃貸経営をサポートします。
※当会の目的に賛同し、連携して事業を行う賃貸住宅関係団体

無料相談
賃貸住宅のトラブル等により困っている
入居者やオーナーを支援するため、
無料相談を実施しています。

空き室情報提供
住宅確保にお困りの被災者、高齢者等、
生活保護受給者の方等にご活用頂けることを目的と
した民間賃貸住宅の空き室情報を公開しています。

調査・研究
賃貸住宅に関する市場環境の実態調査など、
知識や情報の普及啓発を
目的とした調査研究を行っています。

ごあいさつ

理由

理由

1

2

理由

理由

3

4

5

各種ガイドブックの作成
高齢者等の住宅確保にお困りの方の入居が促進
されることを目的に、関係省庁の協力のもとガイドブックを
作成。全国の家主や自治体等に提供しています。

理由 6

当会のあゆみ

平成24


